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はじめに

われわれは，本稿において，一国の国民の社会的厚生という観点から，自由

貿易下の経済と自給自足経済との比較を行なう。自給自足の経済の状態にとど

まるよりも，諸外国との貿易を行なうことによって，その国民がより多くの利

益を享受できるということは，多くの人々によって，堅く信じられてきたので

あるが，その厳密な証明の試みとしては，次の人々の研究を挙げることができ

よう。まず， 1939年 P.A. Samuelsonによって，科学技術に関する若干の仮

定の下で，世界の物価に影響を与え得ない小国にとって，自由貿易は，自由貿

易をしないよりも有利であるという言明がなされた。さらに， M.C. Kemp 

[7〕は，この言明を一般化して，国の大小にかかわらず，自給自足経済の下

にとどまるよりも，たとえ，多少，制限されたものであっても，貿易を行なう

ことによってその国は利益を受けることを証明した。 ほぼ同時に， P.A.

Samuelson肛1〕は，顕示選好の理論を用いて，以前の議論を発展させた。ま

た， P.B. Kenen⑬〕は， Edgeworthの箱型図表を変形して，これを国際

貿易理論に関するいくつかの命題の分析に応用した。

われわれは， Samuelson且〇〕， Chipman&Moore[ 3 , 4〕によって開発

された方法を，この問題の分析に際して採用する。本稿の構成，内容の要約は

次の通りである。まず， Iにおいては，本稿で用いられる甚本的な概念につい

て説明が行なわれる。 各消費者ほ，各自，消費集合をもっている。 消費集合

は，財の数をnとするとき， n次元 Euclid空間の正象限の部分集合として表
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わされ，各消費者が選択し得る財の組み合せ全体の集合を示す。したがって，

その組み合せを示すのにn次元ベクトルを用いる。さらに，この消費集合にも

とづいて，配分集合と集計的消費集合を定義する。配分集合は，上に述べた，

各消費者の選択し得る財の組み合せを並べたもの全体から成る集合である。し

たがって，もし，当該国にl人が存在するとすれば，その並べたものを示すの

に Cn x I)行列を用いる。他方，集計的消費集合は，各消費者の選択し得る

財の組み合せの， t人に関する和全体の集合である。また，各消費者は，消費

集合の上に，それぞれ，選好関係をもっている。この選好関係にもとづいて，

配分集合と集計的消費集合の上に，それぞれ，社会的厚生順序と集計的社会的

選好を定義する。この社会的厚生順序の特別なものとして， Pareto順序があ

る。次に， IIにおいては，最初に，社会的厚生順序にある条件を付与して，

Bergson流社会的厚生順序を定義し，また，所与の価格と所得の制約の下で，

集計的社会的選好に関して最も選好される，集計的消費集合の部分集合を需要

対応と呼ぶ。この Bergson流社会的厚生順序を用いて，所得分配について，

最適所得分配対応を定義する。そして，所得が，最適所得分配対応にしたがっ

て各消費者に分配されると社会的厚生が最大化されることが証明される。さら

に，この逆が成立するための条件についても検討する。

最後に， mにおいて，自由貿易下の経済と自給自足経済の比較を行なう。そ

の比較の基準としては， Bergson流社会的厚生順序を用いる。自給自足経済

と比較して，社会的厚生に関して等しいか，または，より大きい，自由貿易の

下の経済での競争均衡が存在することが，定理3, 1で証明される。また，系

3, 1においては，上述した自由貿易の下の競争均衡と自給自足経済の下での

競争均衡の比較が行なわれる。さらに，若干の条件を付加した，特別な場合に

ついて検討する。

I. 基本的概念

本稿においてわれわれの取扱う，ある国の経済には， n種類の商品と l人の

消費者が存在する。そして，消費者 iは，その中から商品を選択することが可

能である商品の組み合せの集合， 消費集合c.,を持つ。 消費集合Cバまn次元
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Euclid 空間の正象限Eの閉かっ， 空でない部分集合である。 この消費集合

C改）l個の直積として別を，

i 
ill =XC, 
i=l 

で定義し，また，消費集合C,のl個のペクトル和として， Cを，

l 
C=I;C, 

i~l 

(1• 1) 

(1• 2) 

で定義する。それぞれ，別を配分集合， Cを集計的消費集合と呼ぶ。配分集合

別の要素を示すために， 行列X=〔Xu〕を用い，行列Xは， nxl行列であ

る。ベクトルふで示される行列Xの第i行は，消費者 iの商品束である。 消

費者 iの商品束X孔ま，もちろん，消費集合Ciの元である。さらに，ベクトル

Xで集計的消費集合Cの元を示す。ベクトル Xほ，集計的消費束と呼ばれ，全

消費者の消費する各商品星の組み合せを示す。さて，以上の定義に基づいて，

関数 (1:漑→Cを，

! 

a (x) =I:: ふ=(l, l , ・・・, l)・x, 
i=l 

(1• 3) 

で定義する。この関数 6ほ，各消費者の消費する各商品量の組み合せを与えた

ときに．全消費者の消費する各商品星の組み合せを示す。さらに．対応A:C

→別を，

A (エ））＝炉1(x) = {X囀 I<J (X) =X}' (1. 4) 

で定義する。この対応Aほ，上に述べた関数とは逆に，全消費者の消費する各

商品量の組み合せを与えたときに，各消費者の消費する各商品量の，あらゆる

可能な組み合せを示す。集計的消費集合Cの各元 Xに対して， A (x)を，集

計的消費束 Xの達成可能集合と呼ぶ。同様に，これを拡張して，集計的消費集

合Cの任意の部分集合Yに対して， Yの逹成能可集合A (Y)を，

A (Y) =UA (x) 
XEY  

で示す。

さて，各種の消費集合の上には，どのような選好関係が設けられるのであろ

うか。まず，消費者iが消費集合C,の上に持つ選好関係の定義から始める。す
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なわち，消費者i(i=l, 2, ……， I)は， 次の三つ条件 (a, (b) , 

(c)を満足する，消費集合C、上の選好関係R、を持っている。

(a)選好関係R、しま，自明でない弱順序である1)。

(b)選好関係R°'tま，連続的に表現可能である2)。

(c)選好関係R、によって生成された需要対応 h(p, m、;R、)は，次の予

算均衡条件を満たす。

(V (P, m、)E!J1) (Vx,Eh (P, m、;R、)： p• x,=m1, (1• 5) 

ただし，上の (c)において，ベクトルPは価格を， m、は消費者 iの所得

を示す。 そして，集合釦は，次のような価格と所得の組全体の集合である。

g、={(p, 叫）EEが !PEE~+ かつ ('JI年 C 、) ： P・x,::,;:m,}. 

また．上の集合の中で• E'!t+は次のように• E~ の中で，厳密に正のベクトル

のみから成る集合である。

E:+= {年E"I幻＞紆'orj=1,2, …'n} = {XEE" I x>o} . 

消費者iの選好関係R、から導かれる効用関数の集合U(R,.)を次のように

定義する。

U (R、)={U、IU、:C、→E1+> U、は連続．かつ消費集合C、上での選好関

係R,.を表現する。｝．

消費者iの選好関係R、のl個の組を記号Rで表わす。すなわち．

R= (R1, R2, ・・・, Ri) 

とするときに,U (R)を上述の U (R1.)の直積として，

t 
U (R) = XU (R,) 

=ヽ1
(1• 6) 

で定義する。

さらに，上のRによって導かれた，配分集合班の上における Pareto順序

（同じくRで示す）を，

xRヽ 吟 x、Rt石'fori =l, 2, ・・・, ,e. (1• 7) 

で定義する。定義から， Pareto順序に関してぉががよりも選好されるか，ま

たは両者が無差別であるとは， すべての消費者が， 各消費者の商品束x、を
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X'iよりも選好するか，また両者が無差別であることを意味する。もちろん，

ここで， X,fまXの第 i行であり， Xりはx'の第 i行を示す。 (i=l, 2, 

・・・・・・, l) . 

さて，配分集合別における，反射的かつ推移的な 2項関係全体の集合をおで

示し，おの元Bを社会的厚生順序と呼ぶことにする3 。そして，社会的厚生順

序Bが与えられたとき，この社会的厚生順序Bによって導かれた集計的消費集

合C上の集計的社会的選好関係GBを，

xG祁'<}=[> (Vx'EA (x')) (7IXEA (x)) : XBX'. (1• 8) 

で定義する。すなわち，集計的社会的選好関係GBに関して，集計的消費束 X

が集計的消費束x'よりも選好されるか，または無差別であるとは， 集計的消

費束x'に対応する，任意の配分集合X'に対して．集計的消費束 Xに対応する

配分集合Xが存在して，社会的厚生順序Bに関して，配分集合Xが配分集合

X'よりも選好されるか，または両者が無差別であることを意味する。以上の議

論から，次の二つの結果，命題 1, 1と命題1, 2が尊かれる。まず，次の命

題 1, 1は，社会的厚生順序Bの性質に基づいて，集計的社会的選好関係GB

の性質を示す。

命題 1, 1 社会的厚生順序Bが与えられれば，そのBによって導かれた，

集計的社会的選好関係G成ま，集計的消費集合Cの上での反射的かつ推移的な関

係である。

証明）社会的厚生順序Bは，反射的かつ推移的な2項関係全体の集合の想の

元であるから，もちろん，反射的かつ推移的である。 A (x)の任意の元Xに

対して,Bは反射的であるので， XBXである。したがって，定義 (1 • 8) 

から， xGBx.すなわち， G糾ま反射的である。

xG戸', x'G8x"のとき，定義 (1, 8) とBの推移性から， XGB X"が成

立する。すなわち， G禎ま推移的である（証了）。

次に，命題 1, 2は，社会的厚生順序 B,B'相互の間の関係について述べ

る，ここで，二つの社会的厚生順序B,B'が与えられたとき，配分集合如の任

意の元X,Xに対して， XBXならばXB'Xが成立するときに，社会的厚生順

序B'が社会的厚生順序Bの拡大であると定義する。同様に，集計的社会的選好
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関係G'Bが集計的社会的選好関係GBの拡大であるとは， 集計的消費集合Cの任

意の元X, Xに対して， xGxならばxG'xが成立することを意味する。

命題1, 2 もし，配分集合Aの上の社会的厚生順序B, B'について• B'が

Bの拡大であるならば， そのとき集計的消費集合Cの上の集計的社会的選好関

係GB'はらの拡大である。

証明） Cの任意の元， X, x'に対して， xGBx'ならば．定義 (1 • 8)と

B'がBの拡大であることから， xGBx'である。すなわち， G'BvまGBの拡大であ

る（証了）。

社会的厚生順序Bが与えられたときに， それから導かれる集計的社会的選好

関係G成ま，反射的かつ推移的であることは，既に，命題1, 1で述べられた。

ところが，全順序に関しては，たとえ， 社会的厚生順序Bが全順序であったと

しても，集計的社会的選好関係G武ま全順序であるとは限らない。そこで，配分

集合A上における，反射的かつ推移的な 2項関係全体の集合おの部分集合憩。

を，次のように定義する。すなわち，おの元，社会的厚生順序Bは，

(a) Fは連続である。

(b) (Vx, x'E町： XBX 号 F (X) >F  (X') . 

の二つの条件を満足する，配分集合筑から実数全体の楳合£1への関数Fが存

在するときに，また，そのと彦にのみ ~o の元である。そして， (a), (b) 

の二つの条件を満足する社会的厚生順序Bを，連続的に表現可能な社会的厚生

順序と呼ぶ。 この言い方を用いれば，氾。 iま，連続的に表現可能な社会的厚生

順序全体の集合である。 このおoの元Bについて，条件 (a), (b)を満足

する，配分集合別から，非負の実数全体への関数全体の集合をtrCB)で表わ

す。ま本，対応Aは，前述のように集計的消費集合Cから配分集合別への対応

である。そして，社会的効用数Uを，

U (x) =加zxF(X) . 
XEA (x) 

(1・10)

で定義する。すると．社会的効用関数Uが次の性質を持つことがわかる。

定理1, 1 社会的厚生順序BがBoの元であり， 関数FがF (B)の元で

あるとする。そのとき，集計的消費集合Cの上で定義された社会的効用関数U
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は，

(i) Cの上で辿続である。

(ii) (Vx, x'E C) : xG虹＇令令 U (x) :>U (x') . 

の二つの性質を持つ。

証明）対応Aが連続であり，かつ関数Fが連続であるので， Berge 〔1〕の

最大定理により，関数Uは連続である。さらに， xG訊＇であれば，定義 (I•

8)によりA (x')の任意の元X'について， XBX',すなわち， F CX) > 

F (X')となるA (x)の元Xが存在する。したがって， maxF(X)>maxF
XEA(x)F X写 A(x')

(X')'つまり， U (x) >U  (x')が成立する。逆も同様に， U (x) > 

U (x')すなわち， maxF(X) >maxF (X')であれば， A (x')の任意の
X巴A(x) X'EA(x') 

元X'に対して， A(x)の元として， maxF(X) となるXをとれば， FCX)
XEA(x) 

>F  (X'), つまり， XBX'が成立する。 故にUは， C上でらを表現する

（証了）。

集計的社会的選好関係G成こついて， 定理1, Iの条件 (ii)を満たす社会

的効用関数Uが存在すれば， G詔ま表現可能であると呼び，条件 (i), (ii) 

を満たす社会的効用関数Uが存在すれば， G厨ま連続的に表現可能であるとす

る。

ところで，対応A(x)は，一般に，多くの元を持つ集合である。すなわち，

一つの集計的消費束 Xに対応する配分集合Xは多く存在する。これらの配分集

合X相互の間に，社会的厚生順序Bを適入して，次のように，対応ACX)の

部分集合を定義する。

0 (x; B) = {XごA (x) I (VX'こA (x)) : XBX'} 

そして，このO (x ; B)を最適配分対応，と呼ぶ。定義から，明らかに，

最適配分対応0 (x ; B)の任意の元Xは， 社会的厚生順序Bに関して，対応

A (x)の任意の元X'よりも選好されるか， または， 両者は無差別である。

同様に，集計的消費集合Cの部分集合Yに対して，社会的厚生順序Bが所与

のときの， Yの最適配分対応0CY; B)を，

0 (Y; B) = {XEA (Y) I (VX'EA (Y)) : XBX'} . 

で定義する。
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さて. (1・10)式，すなわち， U (x) =maxF (X) を用いて，上に定
X亡A (x) 

義した最適配分対応を表現してみよう。対応A (x)のある元Xについて， F

(X) =max F (X')が成立するとすれば，対応A (x)の任意の元X'に対
X'EA (x) 

して， F (X) >F  (X')が成立する。 故に，社会的厚生順序Bと，それか

ら導かれる科 (B)の元Fが与えられたとき，集計的消費集合Cの任意の元 X

に対して，

0 (x;B) = {XEA (x) IF (X) =U(x)}. (1・11)

が成立する。

同様にして，社会的厚生順序Bと科 (B)の元Fが与えられたとき，集計的

消費集合Cの部分集合Yに対して，

0 (Y; B) = {XEA (Y) IF (X) =maxU (x) } 
XEY  

(1• 12) 

が成立する。 ここで，部分集合Yが空でなく， かつコンパクトならば，定理

1, 1により社会的効用関数Uは，集計的消費集合Cの上で連続であるから．

最適配分対応0 CY; B)は空でないことになる。

さて，社会的厚生順序Bが与えられたときの集計的社会的選好関係 Gnのも

つ役割は次の通りである。一国の経済が，空でなくかつコンパクトな逹成可能

集合Yを持っており．政策当局は，社会的厚生順序Bに関してのA CY)の最

大元を見い出すことに興味を持つと仮定する。 もし， 集計的社会的選好関係

らが既知であれば，政策当局は問題を二つの部分に分けて考える。 つまり，

はじめに，集計的社会的選好関係GBに関しての，逹成可能集合Yの最大元x*

を見い出し，そして，次に最適配分対応0 (x*; B)の元Xを見い出す4)。次

節では，この解が，分権的様式で達成されうるための条件について考察してみ

よう。

〔注〕 1)選好関係R,for i = 1, 2, ・・・, £ は全順序で，反射律と推移律を満た

す。そして， Pふ凡から導かれた強い選好関係を示すとき， X 1 P, X~ を満

たすC;O)元吋と叶が存在する。また，記号いは， R,から導かれる無差別

な選好囲係を示す。

2)選好関係 R;for i = 1, 2, ・・・, £ には，それに対応する連続な効用関

数が存在する。 もちろん，この効用圏数は消費集合Ctから非負の実数全体
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への集合への関数である。

3)とくに， (1• 7)で定義された Pareto順序Rは叫の元である。

4)定義 C1・s)を参照すれば明らか。

II. 最適な所得分配
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ここでは，最適な所得分配に関して，議論を展開するのであるが，その前に

多少，準備的な概念について説明する。 l次元 Euclid空間の正象限から非負

の実数全体への，連続な， 狭義の増加関数W全体の集合を迎で表示する。 I 

で定義した消費者 ifor i =I, 2, ……, lの選好関係凡から導かれる効用

関数広の集合 U (Rりの直積 U (R)の元 U=(U1, U2, ……， Ui)に対

して，

U (X) = (U1 (x1), U2 (x2), ... , Ui (xi)). 

とする。ただし，前述のように，行列Xは配分集合別の元であり， ふfori = 

1, 2, ……, lは行列Xの第 i行で，消費者 iの商品束を示す。そして，

(VX尋）： F (X) =W[U (X) ] (2• 1) 

を満足する行 (B)の元F,郊の元W,U CR)の元Uが存在するとき， また

そのときにのみ，社会的厚生順序Bは, Bergson流社会的厚生順序であると

定義する。そして，この Bergson 流社会的厚生順序全体の集合を ~1 で表わ

す。また，この際に，合成関数W0UはBの表現であると呼ぶ。

さて， (n + 1)次元 Euclid空間En+1の部分集合0を，

D.= {(p, M)EE戸 IPEE~ ふつ ('!IXEC) :P• ベM}. (2• 2) 

で定義する。そして，社会的厚生順序Bが叫の元のとぎに， Qの上で，集計

的社会的選好関係G臥こよって導かれた需要対応の定義をしよう。 その前に，

9の元 (P,M)に対する予算対応を，

b (P, M) ={XECIP. X旦M},

とする。そして， 0の上で，集計的社会的選好関係 Gいこよって導かれた需要

対応は，

h (P, M; ら） = { X Eb (P, M) I (V咋 b(P, M)) : xGBx'} • 
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である。すなわち， h(P, M; ら）の任意の元 Xは，予算対応b(P, M) 

の中で，集計的社会的選好関係GBに関して，最も選好される元である。

定義に基づいて，次の命題を導く。 この命題はGBvことって，選好関係凡の満

たす性質 (c)に相当する。

上の

命題2'

ば，需要対応h

証明）仮に，

もし， 社会的厚生順序Bが

(P, M; ら）は予算均衡条件を満足する。

0の元 (P*,M*) , h
 

Bergson 流社会的厚生順序なら

(P*, M*; GB)の元x*で， P*. がく

M*となるものが存在するとする。 X*が0 (x*; B)の元して，

m,=P*• x! + M*-P*・ ぇ＊
£ 
for i =1, 2, …，£ 

を定義する。 右辺の第2項は，分子が正であるので正である。

m, くが・ xf,for i = l, 2, ・・・・・・l, さて，もし， x.,,が h

の元であるならばRtが予算均衡条件P• x.,,=m.,, を満たすということから，

したがって，

(P*, 加；R,) 

x、P,xf for i =l. 2, ・・・, .e (2• 3) 

が成立する。

Biま的の元であるのでお1の定義により，

あるような，迩の元WとUCR)の元Uが存在する。

仮定により，

により，

U (x) =m叩 W[U(X) J 
XEA (x) 

が成立するので， X=(J (X) (2, 

とから，

とすると，

u心） >W[U (ふ ]>W[U(X*) ]=U (x*) . 

(1・10)

WoUがBの表現で

と (2• 1) 

3)とWが増加関数であるこ

(2• 4) 

が成立する。最後の等式は，

ところが，

(1 • 11) と (2• 1)から導かれる。

- ! - I 
P*. X=エ P*•X;=:E 炉・ぷtM*-P*・x* 

臼 i=l{ + f } 
l 

心 P*・xt+'E l M*-P*・x* =M* 
i=l i=l£  • 
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が成立するので，定理1, 1とががh (p*, M*; ら）の元であるという事実

から，

U (x*) >u (x) 
となる。これは (2, 4)に矛盾する（証了）。

さて，以下においては，社会的厚生順序Bが， Bergson 流社会的厚生順序

であるときの需要対応h (P, M; ら）についての最適配分集合を， しばし

ば用いる。そこで，その記号0 [ h (P , M ; GB) ; BJを略記して，

O(P,M;B) と書くことにする。そして，社会的厚生順序Bが Bergson

流社会的厚生順序であるとき，このBの最適な所得分配対応を，

D= (P, M; B) = {dESf-1 I (J/XEO (P, Af; B)) :p, xi/M 

=dJor i =1, 2, …, .e} for (P, M) ED+, (2• 5) 

で定義する。ただし， .0.+(ま，以前に定義した (n+ 1)次元 Euclid空間

En+1の部分集合0の部分集合で，

D+= { (P, M)こnI M>O} , 

で表わされ，また， si-1は (l-1)次元単体を示す。すなわち，

sい={dEEf I Z:: 叱=1}. 
i=l 

換言すれば， D+の任意の元 (P,M)に対して， Bの最適な所得分配対応 D

(P, M;B)は需要対応h (P, M; ら）の中の集計的商品束の， Bに関し

ての最適配分に対応する分配， つまり所得シェアのベクトルから成る。 そし

て，次の定理によって示されるように，もし，所得が分配d巴D(P,M;B

にしたがって配分されるならば，社会的厚生順序Bに関して，社会的厚生は最

大化される。

定理2, 1 社会的厚生順序Bが Bergson流社会的厚生順序であるとき，

上に定義したD+の任意の元 (P,M)に対して，

l 
(VdED (P, M; B)) : X h (P, d,M; Rりc:::o(P, M; B) , 

i=l 
(2• 6) 

i 
(VdED (P, M; B)) : :E (h (P, d、M;Rり竺h(P, M; GB) . 

i=l 
C 2・7) 
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が成立する。

証明） dがD(p,M;B)の元であり，吋がh (P, diM; R、)の元で

あるとする。 （ただし， i =I, 2, …... l). dはD(P,M;B)の元で

あるので， (I• 12) , (2• I)およびb (P, M; ら）の定義から，

W[U (X) ]=max U (x) . 
xEb (P, M) 

が成立する。

(2• 8) 

ここで， Wほ迩の元， UはU(R)の元であり， W。UはBを表現する。そし

て， Uは (1・10)においてWoUから定義されている。そして， (2• 5) 

により， Xは，

P・xi=d,Mfori=l, 2, …， .e' (2• 9) 

を満足する。しかしながら Xれまh (P, diM; R,)の元であるので， (2 • 

9)から，

U; (xf) >u、(x;) for i =l, 2, …, .e. 

が成立する。 (2• 8)とWが増加関数であるということから，

W[U (x*) ]>WW (x) J=maxU (x). 
XE b (P, M) 

が成立する。また， x*がb (P, M)の元， (1・10), (2• 1) , x*がA

(x*)の元であることから，

maxU (x) :>U (x *) =max F (X) =maxW[U (X) ]>W [U (X*) J. 
XEb (P, M) XEA (x*) XEA (x*) 

が成立する。したがって，

W[U (X*) ]=maxu (X) 
XEb (P, M) 

となる。故に， (1 ・ 12) と (2• 1) から (2• 6)が成立する。

上の式と (1・IO), (2• 1)から，

U (x*) >F  (X*) =W[U (X*) ]=maxU (x). 
x巴 b(P, M) 

が成立するので， (2• 7)がしたがう（証了）。

この定理の (2• 6)式は，所得が適当に分配されれば，すなわち，分配の
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ベクトルdED(P, M; B)ならば，消費者i(i=l,2, ……, l)がそ

れぞれの所得 d、M制約の下で，その需要対応h(P, d,M; R、)の元ぉ？を

選ぶとすれば，このxtをその第i行とする行列X*vま，最適配分集合O (P, 

M; B)の元，つまり，社会的厚生順序Bに関する最大元であることを示して

いる。 (2• 7)式についても，同様に考えられる。すなわち，上のようにし

て消費者 i(i=l, 2, ……, l)が選択したペクトルxtの和が=:Extは
皿ヽ1

需要対応h(P'M; GR)の元，つまり所得Mの下での集計的社会的選好関係

GBに関する最大元である。約言すれば，もし所得が適当に分配されるならば，

最大の社会的厚生は，分権的様式で，常に達成されうることを示しているわけ

である。

ところが (2•6), (2•7) の逆の包含関係は常に成立しているわけで

はない。では，この逆の包含関係が成立するための条件は，どのようなもので

あろうか。その前に，この関係の成立が，いかなる意味をもつのかを，例をあ

げて説明する。たとえば，政策当局が集計的社会的選好関係 GBと最適な所得

分配対応D(P,M;B)に関する知識をもっており，らが適当な凸性の条件

1)を満足すると仮定すれば， 政策当局は， 次の方法で社会的厚生を最大化す

る。

まず，達成可能集合Yの中での，集計的社会的選好関係 GBに関する最適元

がを見い出し，つぎに，

{x*} =h (P*, P*・x*; GB) . (2• 10) 

を満足するが>Oを見い出す。このとき，もし，所得が各個人に， m,=d、M*
（ただし， M*=P*.x*)にしたがって分配されれば，定理2, 1 の (2• 7 
.e 

から~h (P*, ムM*;R、)咋＊｝，つまり，
臼

.e 
｛元*}=:Eh (P, d、M;R、)．

i.=1 

が成立し， (2• 6)から，その各行が， {x!}=h (P*, d、M*;R、)for i 

= 1, 2, ……, l であるX*~ま， A(Y)の中で， Bに関して最大元である
ことがわかる。

上述の例によって示されるように，政策当局にとっては， (2• 6)と (2
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• 7)の逆の包含関係が成立するのは，どんな条件のときかが重要な問題とな

る。すなわち， (2• 10)ではなくて，

x*三 h(p *, p . X * ; GB) 

が成立しているときに，最適配分集合0 (炉； B)の元X*に対して，

Xや三 h (P*, d,P*, ・x*; R;) Jori =1, 2, ・・・, £. 

（ただし， d,=P*x!/P*・x*fori=l,2, …£) 

が成立するかどうかが問題である。次の定理がのこための十分条件を与える。

定理2,2社会的厚生順序Bが Bergson流社会的厚生順序であるときに，

(1) w。UがBを表現し，かつ

(2) Wが狭義の増加関数であるような， 瑯の元WとU(R)の元Uが存在

すると仮定する。このとき， D+の元 (P,M)に対して，

(VXEO (P, M; B)) : ぷ，巳h (P, む M;R,).

かつ

,e 
U I;h (P, d;M; 凡） = h (P, M ; GB) . 
dED (P, M; B) t=l 

が成立する。ここで， d戸 p• ふ/M,for i =I, 2, ……， l. 

証明） X*がO(P,M; B)の元であり， d、=P• x T / M for i = I, 2 , 

……, l, とする。そして， P• x";=d,M, for i =I, 2, ・ …・・, lで， かつ
石EhCP, diM; Ri)とする。ここで，仮に， U,(x、)> U;,(xt)となる

iが存在する，すなわち， x芹辛hCP, diM, R;,)とすると， Wは狭義の増

加関数であるから，

WW  (X) ]>WW (X*) J 

が成立する。これは， X*が0 (P, M; B)の元であることに反する。

次に，
.e 

h (P , M ; GB) C U 幻h (P, d tM ; Rt)の説明を行な
d巴D (P, M ; B)•=l 

う。逆の包含関係は，定理1, 1から明らかである。 x*がh (P'M; GB)の

元であるとすると， (VXEb(P, M)) : u (x*) >uCx)が成立する。
.e 

ここで，エパ=x*, P• xt=d、M, また；；Eh C P, d, M ; R,) for i = 1, 
i•) 
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2, …… lとする。仮に， ui (x1,) >Ui, cパ）となる iが存在するとすれば
(1・10), (1・12), Wが狭義の増加関数であることから，

U (~) >Fぷ） =W[U (元 ]>WW(X*) ]=F (X*) >U  (x*) 

が成立する。これは，矛盾である（証了）。

〔注〕 1)集計的社会的選好関係GBが原点に対して，強い怠味で凸である。すなわ

ち，集計(Iり消費集合Cの各元x*に対して，

(VxEC) : [xG戸＊かつ X寺x*J=⇒P*・x>P*・x*. 
を満足する P*>oが成立する。

]I[. 自由貿易と自給自足経済

ここでの，われわれの目的は， IIで得られた結果に基づいて，さまざまの所

得分配の下での，自由貿易下の経済と自給自足下の経済がもたらす社会的厚生

の比較を行なうことである。その際，社会的厚生の比較の基準としては，上述

の Bergson流厚生順序が用いられる。まず，その準備として，まだ述べられ

ていなかった生産に関しての諸概念について言及する。

さて，この経済の生産可能集合を， n次元 Euclid空間の正象限E':の部分

集合Yで表わそう。この生産可能集合Yは，コンパクト， 凸かつ処分可能1)

であるとし，その元として正のベクトルを含むものとする。そして，価格がP

のときの，この生産可能集合Yから婦かれた産出対応を，

'1/(P)={Y 乞 YIP• Y =max P• Y} 
YEY 

で記し，産出物価値関数を，

冗 (P)=P・ 刀（か）．

で定義する。すなわち，産出対応は，与えられた価格の下で，その産出物の価

値を最大にする，生産可能集合の元全体の集合であり，価格が与えられたとき

の，産出物価値関数の値は，産出物の最大の価値を示す。

ところで，価格Pを次の集合Pの元に限定する。

n 
P=  {PIPEEn, 区Pt=1} . 

i=) 
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もちろん， E:;は前述のように， n次元 Euclid空問の正象限である。 この

集合Pの元，価格Pに対して，当該経済を除いた世界の超過供給対応をS(P)

で記す。 SCP)は，次の三つの条件を満足する。

(l) pの任意の元がこ対して， s CP)は，空でiまなく．凸でコンパクト

な集合である。

(2) s (P)は， Pの上で上部半連続である。

(3) pの任意の元 P に対して， P•S(P)=O である (Walras の法則）。

また， s CP)の， Pのすべての元に関する和集合uS (P)をSで記す。
PEP 

以上の準備に基づいて．経済の競争均衡について述べよう。われわれは，競争

均衡を (X*,y*, P*)で示す。ここで'X*の第i行をパとすれば， xtEh 

P*. X戸； Ri) for i = l , 2 , …・・・, l'かつ y*E_7} (P*)である。換言す

れば．パほ，消費者 iが価格が．所得P*・xt,選好関係 Riの下で最も選好

する財の量の組み合せであり，同じく，価格P*の下で，産出物の価値P*•Y*vま

生産可能集合Yの中で最大である。自給自足経済の下では．国内で消費する財

は，すべて， 国内で生産されるわけであるから． 自給自足の下での競争均衡

は，条件 (J(X*) =Y*を満たす。他方，自由貿易下の競争均衡は，条件 (J(X)

—y* 巴 s CP*)を満たす。さて，適当な所得再分配がなされたときに，他の状

態に比較して，自由貿易の下において，最も有利な競争均衡が存在することを

次の定理が示す。但し，次の仮定を設ける。

仮定3, 1 消費者 iの効用関数u.は凹関数である。 i = l, 2, ……, 
l , 

この仮定は，限界効用の逓減を示し，通常，よくおかれるものである。

定理3, 1 仮定3, 1かつ定理2, 2における仮定 (1), (2)が満足

されているとする。 そのとき， Bergson 流厚生順序Bに関して，次の条件

(i)を満足する，自由貿易の下の競争均衡 (X1,yl, pl)が存在する。

(i)集計的消費束が=a (Xりは， pi.x~ が・ がほ満たす XEE?; の中

で，社会的効用関数Uの値を最大にする。すなわち，次式が成立する。

(VxEE~, pl·x~p! ・xl) : U (xl) ;;;;:;u (x). 
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したがって， Yを生産可能集合とするとき， 自由貿易下の競争均衡 (X1,

y1, p1)は次の条件を満足する。

(ii)対応A (Y)の任意の元Xに対して， X1BX:が成立する。

証明）集合 Y+Sはコンバクトであるので， Y+Sをその内部に含む， Ei

の部分集合Cを選ぶことができる。そして，

{1(P)={X 乞 CIP•x~ir(P)},

f; (P) = {xE{1 (P) I U (x)~U (x') for allぷE/1(P) } 

と定義する。

仮定から， f;(P)は， P上で上部半連続かつ，その値域は凸である2)。また．

P上で定義された，世界の超過需要対応，

Z (P) =f; (P) -r; (P) -S (P) 

も上部半連続かつ，その値域は凸である。そして， Pの任意の元Pに対して，

P•Z(P)~O が満たされる。ゆえに，

xl-Jl~zl (1) 

を満足するPの元pi, き (Pりの元炉， 刀 (pl)の元y1,かつs(pりの元

がが存在する3)。ここでUが凹関数であることから，

x1Eh (Pl, 冗 (p1) ; GB) (2) 

が成立するむ。ゆえに， Uの単調性から， p1>0 である。ここで， M1=冗

(Pりと定義すれば，定理2, 2から，

吋こh (P1, d,M1;Rt) (3) 

を満たすO (pt, Mt ; B)の元x1,D CP1, Ml; B)の元dが存在する。

さて， et=炉ーy1-z1とする。 (1)から， 'etは正ではない，他方， pi.xl= 

Ml=冗 (Pl) =P1•y1かつp1. が=Oであるので， p1.e1=0が成立する。

ゆえに， p1>0であるので， e1=Qとなる。すなわち，

xl-Yl=zlES (Pl). (4) 

が成立する。

(1) - (4)から， (Xl, y1, pl)は， (i)を満足する， 自由貿易下の
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競争均衡であることがわかる。 A (Y)の任意の元Xに対して， X= tJ (X) 

とする。 X は Yの元，かつ ylfま刀 (Pりの元であるので， p1• X~p1• y1 = 

p1. 豆が成立する。 x1はO(P1,Af1 ; B)の元であり， X噂 h(P1, n: (Pi) 

；ら）の元であるので，

WW  (Xl) ]=U (xl)~U (x)~WW (X) ]. 

が成立する（証了）。

さて，定理3, 1によって示されるのは， 自由貿易の下の競争均衡 (Xl,

y1, pl)が，生産可能集合Yの対応A (Y)の任意の元ふ換言すれば，

tJ (X) = x EYとなる Xよりも，その社会的厚生が同じであるか，または，

より大きいということである。ここで， X=Yとすると，この経済 (X, Y, 

が）は tJ (X) = yを満たすのであるから，自給自足経済である。ところが，

はたして，自給自足下の競争均衡であるかどうかは，明らかでない。単に，必

要条件を満たすのみである。そこで，この自給自足経済 (X, y, pl)が競争

均衡である場合の検討をしてみよう。そのために，次の仮定を設ける。

仮定3, 2 X*はA (Y)の元で，かつx*Eh (P1, P1• xf; Ri) for i 

= 1, 2, ...... , lである。

この仮定があれぼ，定理2, 1から， x*は需要対応 h (P1, M1 ; Gn)の

元，すなわち， y* (=x*) E刀 (Pl)であるので， (x*, y*, pl)は，自給

自足下の競争均衡である。そして，定理2,1により， X*巴O(P1,M1; B) 

であるので， W[U(X1) ]= W[U (X*) ]となる。すなわち， X1BX*,X* 

BX1が成立する。もちろん， Bは Bergson 流厚生順序である。また，仮定

3, 2のかわりに，次の仮定を用いてもよい。

仮定3, 3 生産ベクトルy*(=x*)が需要対応h (pl, Af1; G辺の元で

ある。

この仮定の下では， y巴刀 (p1)かっ，定理， 2,2から，適当なdED  (Pl, 

Afl; B)を選択すれば，すなわち，適当な所得分配を行なえば， X!Eh (p1, 

diM1 ; Ri) for i = I , 2 , ……, lが成立するので， (X*, y*, pl) は自

給自足の下の競争均衡である。 この場合も，上と同様にして， X*EO(P1, 

Af1; B)であるので， W[U(X1)]= W[U (X*) Jが成立する。 換言すれば
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Bergson流社会的厚生順序Bに関して， x1BX*, X* BXtが成立する。したが

って．次の系が導かれる。

系3, 1 定理3, 2において，仮定3, 2またほ仮定3, 3が滴足されれ

ば，自由貿易下の競争均衡 (X1,y1, pt) と自給自足下の競争均衡 (X*, 

y*, p1)の，それぞれの社会的厚生は一致する。

系に示された言明をさらに詳述すれば，次の通りである。すなわち，任意の

Bergson流厚生順序Bに応じて，生産可能集合Yの対応, A (Y)の任意の元

Xよりも，その社会的厚生が同じであるか，または，それよりも大きい，自由

貿易下の競争均衡 (Xl,y1, pl)が存在する。 そして，その際に，もし，仮

定3, 3が満たされるならば．価格がを不変に保って，政策当局が適当な所得

再分配を行なうことによって，自由貿易下の競争均衡 (Xl,y1, p 1)と社会

的厚生に関して等しい，自給自足下の競争均衡 (X*,y*, pl)を見い出すこ

とができる。 また．もし．この経済 (X*,y*, pl)が，すでに競争均衡であ

るならば．競争均衡の定義によって．仮定3, 2が満たされているわけである

から，当然．二つの均衡 (Xl,y1, pl)と (X*,y*, pt) , それぞれの社会

的厚生は等しくなることがわかる。

ところで，さらに，社会的効用関数Uが狭義の凹関数であるとの仮定を設け

たとき．上述の議論は，どのように変化するであろうか。以下．しばらく，こ

の仮定の下で議論を進めよう。まず．狭義の凹関数と強擬凹の関数の関係に関

する，次の定理を証明する。

補助定理3, 1 社会的効用関数Uが狭義の凹関数ならば．この関数Uは強

擬凹の関数である。

証明）仮定によって， x1ゃx2, Oく入<lに対して，

U(;,..xl+(l一;,..)x2) >:¥.U (xl) + (1一}..)・U(X 2) . 

が成立する。ゆえに,u (が） , UC炉） ~a) であるとすると，

:\.•U(xl)+(l-:\.)•U(x2)~:>-,•w+(l-:\.) ・ W=aJ.

が成立するので．

u (;,.. ・ xl 十 (1-;,..)• x2) >m. 
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が得られる（証明）。

社会的効用関数Uが強擬凹の関数であれば，需要対応h(P,M; GB) Vま．

その元が一つである。すなわち{x}=h (P, M; Gゆが成立することが容易

に示される。そこで，以前に述べたように．位*}= h(P1, M1; GB)であれ

ば，適当な所得分配を行なうことによって， {x虎}=h (P1, d,M; R,) for i 

= 1, 2・, …... , lが成立する。そして， x*をその第 i行とする行列X*vま，
生産可能集合Yの対応A (Y)の中で,Bergson流厚生順序Bに関して最大の

元である。このことは，社会的効用関数Uが強擬凹の関数であれば．仮定2ま

たは仮定3に示された条件が満足されるということである。また．狭義の凹関

数と強擬凹の関数の関係は補助定理3, 1で示されているので，系3, 1にお

いて，仮定2の代わりに社会的効用関数Uが狭義の凹関数であるとの仮定を用

いてもよいことの仮定を用いてもよいことがわかる。したがって，次の系が導

かれる。

系3,2 定理3, 1において，社会的効用関数Uが狭義の凹数であるとの

仮定が満たされれば．自由貿易下の競争均衡 (X1,yt, pt)と自給自足下の

鏡争均衡 (X*,y*, pt)のそれぞれの社会的厚生は一致する。

また．定理3, 1の証明中に用いられた集合．

~(P) = {xE{1 (P) I U (x)学U(x') for all x'EP (P) } , 

において， ~(P) ={x}, すなわち． 集合~(P) の元がただ一つであれば

定理3, 1において， (i)の代わりに (i)'集計的消費束炉=a (Xt)は．

条件pt.x~p1. 炉を満たすxEE該の中で， 社会的効用関数Uの値を最大に

する唯一の元である，すなわち， u(炉） >U  (x)としてもよい。そして，
(ii)の代わりに. (ii)'生産可能集合Yの対応A (Y)の任意の元Xに対し

て,W (U (X1)) > W (U .(X))が成立するとしてよい。 もっとも．こ

の場合．生産可能集合Yの対応A (Y)の任意の元Xは．蜆争均衡であるとは

限らない。もっとも，行列Xが対応A (Y) の元であれば• a (X) = yにつ

いて, YEYが成立するので．経済 ex,y. p1)は自給自足経済であると
の条件ほ満たされている。

さて，定理3, 2において，家計の数が一つという特殊な場合について検討
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してみる。まず，その際には，分配間題が消滅するし，社会的厚生関数の意味

がなくなる。そして需要対応h(P'M; GB)と消費者 iの需要対応h(P, 

M;R、)とは全く同じものとなるので， 定理2, 2もまた，無意味になる。

もちろん，家計の数が一つであっても，定理3, 2は成立するのであるから，

自由貿易下の競争均衡が有利であることの証明には，何の障害もない。

最後に， 各消費者iの持っている選好関係が全く同じであるとき， すなわ

ち,R,; =R1for i = 1, 2, ……， lのときについて検討する。もちろん，こ

の場合には，各人の効用関数UJori = 1, 2, ……, lも全く同じである。

また，社会的厚生順序Bがパレート順序Rであるとする。すると，社会的な厚

生を最大とする分配方法は，完全な均等分配となる。すなわち，最適な分配方

法は唯，ー通りであるので，最適な所得分配対応D(P, M;R) = (1/l, 
……, 1/ l) が成立する。この分配方法を採れば， x*=l•xffor i =1, 

2'……, lとなるので， X*の各行吋の成分は全く同じである。そして，

平い (P, M / .f~Rt) = h (P , M ; G 1~) . 

が成立するので．この場合，定理2, 2は無意味になるが， もちろん， 定理

3, 2は成立する。その際，合成関数WoUはパレート順序Rの表現であるの

で，生産可能集合Yの対応A(Y)の任意の元Xに対して， X1RX.が成立する。

換言すれば，各人の効用に関してu.(む） ~ui cふ） for i = l, 2, …, l 
が成立するわけである。すなわち，各人の効用は．自由貿易の競争均衡 (X1,

y1, p1)のときに最大になっていることがわかる。

〔注〕 1) yが処分可能とは,Yが n次元 Euclid 空間E~の部分集合のとき，

YEY, O~Y'~Yc: ⇒ Y'巳Y.
が成立することである。

2) Debr四〔 5〕p. 86参照。

3) 同上 p. 82参照。

4) 同上 p. 87参照。
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